（府労組連）
第１の要求について、皆さんとの良き労使関係については、これまでの経過を尊重し、今後とも、双方の努力により築いていきたいと考えています。

職員の給与、勤務条件に関わる諸問題については、所要の協議を行っていきます。

第２の要求について、今年度の人事委員会勧告については、その実施時期についてこれまでの国等の取扱いと異なることから、その取扱いに大変苦慮しました。

勧告の内容は、平成２９年４月より給料表を引下げ、平成２８年４月に遡って勤勉手当の引き上げを行う内容ですが、人事委員会勧告が４月１日時点の公民較差を解消するという制度趣旨を踏まえつつ、今回の勧告全体の取扱いを検討し、次のとおり実施します。

給料表については、平成２９年１月より改定することとし、平成２８年４月から１２月までの較差相当額に係る所要の調整を実施します。

所要の調整については、平成２９年２月に支給する給料の月額から、平成２８年４月１日時点の給料及びこれに対する地域手当の合計額に0.3％を乗じて得た額に、平成２８年４月から１２月までの在職月数を乗じて得た額を減じることとし、期末・勤勉手当その他の手当については所要の調整の対象とはしません。

なお、臨時的任用職員については、所要の調整は実施しないこととします。

期末・勤勉手当については、人事委員会勧告のとおり平成２８年度より年間０.１月分を引き上げ、その割り振りは、勤勉手当について、６月及び１２月に支給される月数をそれぞれ０.０５月分引上げ、０.８５月分とします。

これに伴う成績区分に応じた成績率については、これまで皆様方と協議してきた経緯を踏まえ改めて示します。

扶養手当についても、人事委員会勧告のとおり、配偶者に係る手当額の月額を6,500円とし、子に係る扶養手当の月額を10,000円とします。また、職員に配偶者がない場合の扶養親族１人に係る手当の月額を11,000円とする取扱いを廃止します。

この改定は、平成２９年度から３１年度までにおいて、国の取扱いに準拠し段階的に実施することとします。

技能労務職員の給料、期末・勤勉手当、及び扶養手当の取扱いについては、行政職給料表が適用される職員に準じていきます。

以上の内容で関係条例（案）を９月後半の定例府議会へ提案します。

なお、期末勤勉手当の引上げに伴う差額支給の時期については、関係条例の議決を得られれば、その段階で改めて示します。

非常勤特別嘱託員及び非常勤若年特別嘱託員の報酬月額につきましては、平成２９年４月１日からそれぞれ430円及び610円を引き下げ、153,390円、218,400円に改定します。

その他の非常勤職員につきましても、これまでと同様に常勤職員の取扱いに準じていきます。

その他のご要求の諸事項については、先般、企画厚生課長及び人事局長から答えたとおりです。
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